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IPBES [IGES抄訳]
花粉媒介者、花粉媒介及び食料
生産に 関するアセスメントレ
ポート 政策決定者向け要約
（抄訳）





ドイツ 有機農業の事例



有機産品の普及が進むEU
農地面積に占める有機栽培面積の割合（転換中を含む、2016年）
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有機栽培面積比率
（2015）

オーストリア： 21%
イタリア：12%

EUにおける
有機食品市場の規模
（小売売上額[2015年]）
ドイツ： 3割（1兆円規
模）
フランス：2割（8千億円規
模）

オーストリアでも2千億円
規模（日本：1千億円規
模）

EU地域 有機農地の作付面
積
（ 2012-16 ）
1,005万haから 1,200万haへ
面積増加率 19％



背景 EUでの有機農業・消費の急速な増加傾向
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EUの有機製品の小売売上高の変化

（10億ユーロ）

EU 有機製品小売売上高 343億€ （2017年）
成長率 55.2% (2013-2017年)

小規模農業から大規模穀物、
酪農・畜産へと政策シフト
独

• 中央、地方自治体、農業組合団体・民間の認証機関、消費者、
• 多数の主体の多層的かつ長期的関与、量販店の参入で拡大
各国で関係・タイミングは異なる(Darnhofer, D’Amico, and Fouilleux 2019)

量販店で下支え
多くの品目で需要の伸び＞生産の成長

有機農業面積シェア 2013-17年
5.7%→7.2% (26.3%増)

有機農業面積シェア (2017年)
オーストリア 24.0%
イタリア 15.4%
ドイツ 8.2%
フランス 6.3%

(日本 0.5%)
※非JAS含む JAS 0.2%

（FiBL 2019）

一人当たり消費 2015 2016 2017

フランス 83.3€ 101€ 118€

ドイツ 105.9€ 116€ 122€

オーストリア 127€(2011年) 177€ 196€

イタリア 38.1€ 44€ 52€
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フランス 石井圭一先生
東北大学提供

有機のイメージ（昔ながら小規模）

ドイツボン
での有機の
市場

北米
シリコンバ
レー



おしゃれ 若者向けへ
有機産品・食品の消費喚起
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• 業界、市民社会の参画が進むEU（若者、一般市民への浸透）

近年は東南アジアでも



卵も 直販
移動式トレーラーで移動



観光と畜産の融合
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連邦プログラム・有機農業やその他の形態の持続可能な農業(BÖLN)

・有機生産者ネットワーク （全国240事例以上）

消費者に向けたデモンストレーション
農家の体験見学会の受入れ

(Klostergut Maria Laach)



Studies 
(Sorg et al. 2013, Hallmann et al. 2017)

Standardised sampling of the biomass of active flying insects 

Results over a 27 year period in 63 protected areas

Decline observed 76 %!

Data on insect decline

27年間という 長期モニタリング による科学の結果報告

昆虫を対象とし手法はシンプルながら 大きな社会的反響



• 「ハチを救え！」の請願に175万人の署名（2019年2月）

•バイエルン州議会「自然保護法」成立 (2019年4月)

• 2030年まで最低20%、30%を目的に有機農業面積シェア

ハチの生息地の保護：

ドイツ バイエルン州

10%の緑地は顕花植物
河岸の使用を制限
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請願2 約100万（10%）の署名請願1 25,000の署名 州議会

法制化

住民投票

私有農地の参加はボランタリー

（DW 2019)



但し、農業組合団体による反発も

• 水の流れと農薬使用 を5m以上離す

• 除草剤の段階的削減 撤廃 （2023年まで法的拘束力有）

• 保護区での生物多様性配慮 農薬・除草剤 （法的拘束力有）

現状では意思の宣言 (declaration of intent)  
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中日新聞（2019.11.29）

昆虫保護法がドイツ連邦政府の今国会で議論中

(DW 2019)



都市間ネットワーク

• 14都市が参加

【目的】

 都市レベルの政策の質↗
学校等、公共調達での消費↗

都市毎の政策の学び合い

継続的に新政策実施の動機

•都市で有機農産物導入のガ
イドライン

WTO,EUの貿易ルール法的整合性を説明

給食、社員食堂、病院、老人ホーム、イベント等
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(1)a. 有機農業政策メニュー作成

(2)a. 供給側への支援制度の活用実態
(1)b. 規制等の最新動向



産品認証制度(地理的表示)と地域の認定
制度（世界農業遺産）

例： ころ柿(志賀町) 
中能登地域特産の干し柿、在来種「最勝」 を基に生産
国の認証：地理的表示制度（GI）、商標
県の認証：ふるさと認証食品（Eマーク）、「能登の一品」
※「能登の一品」は世界農業遺産と連動した認証制度

＜産地（地域、伝統）＋品質＝GI＞

・地域の認定制度（世界農業遺
産、エコパーク等）と産品の認
証制度を組みわせ、地域環境保
全と伝統知の保全・利活用の両
立が可能
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風土 品質 登録

テロワール



イノベーションのプロセス
－ニッチ・イノベーションからレジームの変化へ－

社会・技術
ランドスケープ
e.g.市場の自由化、消費文
化

社会・技術
レジーム

ニッチ・
イノベーション
…新製品、生産方法、投入
資材、販路、調達方法、等

政策

科学

文化

市場、消費者
の好み

産業

政策

科学

文化技術 技術

一部の主体/組織の間で将来の社会や市場に対するビジョンや
期待のもとに様ざまな変化が産みだされる

技術や市場が徐々に確立され、また他の主体にも波及することで
より大きな変化への潮流に

大きな潮流が社会・技術のレジームの
変化につながる

産業

市場、消費者の好
み

ミクロ

メソ

マクロ

ニッチに対する影響

レジームは外部条件のあり方に影響

社会技術ランドスケープの変化がレジームに
影響し、新たな変化の機会を創出（機会の窓）

時間

Geels and Schot （2007）を訳出、一部改変

イノベーションの仲介者
※様々な主体/組織への情報や資金、技術支援等を通じて主体の間での取
引や連携をうながす

コーディネーターによる調整

EU, WTO, 国レベルの施策 ルール 支援・補助金等

アクションプラン・戦略
ネットワーク化

科学的根拠（慣行と比較）

普及啓発

実験的実践・試み・気づき

川上川下
同時的に



ご清聴ありがとうございました

香坂 玲 名古屋大学 環境学研究科

https://www.facebook.com/kohsaka.jp

電子メール：kikori36@gmail.com

https://www.facebook.com/kohsaka.jp
mailto:kikori36@gmail.com
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個人
都道府県
市町村

農協

地域産業化

企業化
コモディティ化

ステージ１ ステージ２ ステージ３（将来シナリオ）

有
機
農
業
、
畜
産
の
産
地
と
の
結
び
つ
き
の
度
合

川上・川下の同時支援
スーパーマーケット、市民社会の参画
※EUでは、有機・慣行農業団体も政策形
成、普及・プロモーションに参入

政策
（１）

有機産品の普及段階

川上
・転換率目標設定
・面積払い
・教育技術支援等
川下
・プロモーション
・学校給食で使用

川上

・生態系サービスへの支
払い(PES)

・有機農業の専門教育
川下
・加工・マーケット支援
・学校給食で使用

川上
・国際競争力向上
川下
・輸出振興策
・認証の同一性担保

川上

・高い転換率目標
川下
・公共調達
・モデル地域・人の雇用
・自治体間ネットワーク
・地域に合わせた認証

先駆者の試みから政策導入
川上中心・部門別の支援
個人・自治体での限定的な推進

地域に焦点を置いたネットワーク・人の雇用
市場のルールに対応した輸出入拡大

地域産業化と輸出との
トレードオフも

地域内・地域間でのシナジー

アクションプラン
人的資源の投入
川上から川下の調

整



今後の焦点・展開（私見）

IPBES内
• 直近 IPCC との共同レポート

• ３つの新アセス （ネクサス・気候変動・民間） 資源動員なるか

• 新提案の題材 [例] IPBES9以降の CMS(ボン条約) UNCCD 等ecological connectivity)の

検討 ＊但し 関連プロセスで決議の有無

IPBES外
• 2020年愛知目標 （CBD北京COP14）

• SDGs 生物多様性のターゲット・指標 改定

•科学者主導・寄りのイニシアティブ Future Earth GSC



Earth Commission Context: Global Commons

地球委員会の背景、コンテクスト： グローバル・コモンズ

地球委員会：
科学者による枠組

科学を基礎とした目標のネット
ワーク：地球委員会からの情報
を基に目標を構想する都市、ビ
ジネス、科学セクター等の連携

地球メディア・プラット
フォーム：グローバル・
コモンズ・メディアと普
及・啓発キャンペーン



フューチャー・アース： グローバルな持続可能性に向けたシステム・アプローチ

Future Earth: Promoting a Systems Approach to global 
Sustainability

国際プロジェクト・
知と実践のための
ネットワーク

GRPs & KANs

国・地域委員会
National & 
Regional 

Committees

連携パートナー
Partners 

事務局
Secretariat 

分野横断的研究推進
Facilitate cross-
cutting research 

initiatives

物語・ストーリー
の形成

Shape the 
narrative

分野の発展・確立
Build the field

知識・ツール
Knowledge & 

Tools

政府と民間の実践
Government & 
Private Actions 

ネットワークの発
展・促進

A Thriving 
Network 

地球目標イニシアティブ：(i) 地球委員
会、(ii)サイエンスベース・パスウェイ
Earth Targets Initiatives:
(i) Earth Commission, (ii) Science-
Based Pathways

報告書：地球の私たちの未来
Our Future on Earth report 

持続可能性研究・イノベーション 2020
能力開発

Sustainability Research and Innovation
(SRI) 2020 Conference Society

Capacity building 

成果と対象主体
Outcomes & target 

audiences 


